
平
成
十
二
年
法
律
第
百
四
十
七
号

人
権
教
育
及
び
人
権
啓
発
の
推
進
に
関
す
る
法
律

（
目
的
）

第
一
条
　
こ
の
法
律
は
、
人
権
の
尊
重
の
緊
要
性
に
関
す
る
認
識
の
高
ま
り
、
社
会
的
身
分
、
門
地
、
人
種
、
信
条

又
は
性
別
に
よ
る
不
当
な
差
別
の
発
生
等
の
人
権
侵
害
の
現
状
そ
の
他
人
権
の
擁
護
に
関
す
る
内
外
の
情
勢
に
か

ん
が
み
、
人
権
教
育
及
び
人
権
啓
発
に
関
す
る
施
策
の
推
進
に
つ
い
て
、
国
、
地
方
公
共
団
体
及
び
国
民
の
責
務

を
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
必
要
な
措
置
を
定
め
、
も
っ
て
人
権
の
擁
護
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

（
定
義
）

第
二
条
　
こ
の
法
律
に
お
い
て
、
人
権
教
育
と
は
、
人
権
尊
重
の
精
神
の

か
ん涵

養
を
目
的
と
す
る
教
育
活
動
を
い
い
、

人
権
啓
発
と
は
、
国
民
の
間
に
人
権
尊
重
の
理
念
を
普
及
さ
せ
、
及
び
そ
れ
に
対
す
る
国
民
の
理
解
を
深
め
る
こ

と
を
目
的
と
す
る
広
報
そ
の
他
の
啓
発
活
動
（
人
権
教
育
を
除
く
。
）
を
い
う
。

（
基
本
理
念
）

第
三
条
　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
が
行
う
人
権
教
育
及
び
人
権
啓
発
は
、
学
校
、
地
域
、
家
庭
、
職
域
そ
の
他
の
様

々
な
場
を
通
じ
て
、
国
民
が
、
そ
の
発
達
段
階
に
応
じ
、
人
権
尊
重
の
理
念
に
対
す
る
理
解
を
深
め
、
こ
れ
を
体

得
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
多
様
な
機
会
の
提
供
、
効
果
的
な
手
法
の
採
用
、
国
民
の
自
主
性
の
尊
重
及
び
実

施
機
関
の
中
立
性
の
確
保
を
旨
と
し
て
行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
国
の
責
務
）

第
四
条
　
国
は
、
前
条
に
定
め
る
人
権
教
育
及
び
人
権
啓
発
の
基
本
理
念
（
以
下
「
基
本
理
念
」
と
い
う
。
）
に
の

っ
と
り
、
人
権
教
育
及
び
人
権
啓
発
に
関
す
る
施
策
を
策
定
し
、
及
び
実
施
す
る
責
務
を
有
す
る
。

（
地
方
公
共
団
体
の
責
務
）

第
五
条
　
地
方
公
共
団
体
は
、
基
本
理
念
に
の
っ
と
り
、
国
と
の
連
携
を
図
り
つ
つ
、
そ
の
地
域
の
実
情
を
踏
ま

え
、
人
権
教
育
及
び
人
権
啓
発
に
関
す
る
施
策
を
策
定
し
、
及
び
実
施
す
る
責
務
を
有
す
る
。

（
国
民
の
責
務
）

第
六
条
　
国
民
は
、
人
権
尊
重
の
精
神
の
涵
養
に
努
め
る
と
と
も
に
、
人
権
が
尊
重
さ
れ
る
社
会
の
実
現
に
寄
与
す

る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
基
本
計
画
の
策
定
）

第
七
条
　
国
は
、
人
権
教
育
及
び
人
権
啓
発
に
関
す
る
施
策
の
総
合
的
か
つ
計
画
的
な
推
進
を
図
る
た
め
、
人
権
教

育
及
び
人
権
啓
発
に
関
す
る
基
本
的
な
計
画
を
策
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
年
次
報
告
）

第
八
条
　
政
府
は
、
毎
年
、
国
会
に
、
政
府
が
講
じ
た
人
権
教
育
及
び
人
権
啓
発
に
関
す
る
施
策
に
つ
い
て
の
報
告

を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
財
政
上
の
措
置
）

第
九
条
　
国
は
、
人
権
教
育
及
び
人
権
啓
発
に
関
す
る
施
策
を
実
施
す
る
地
方
公
共
団
体
に
対
し
、
当
該
施
策
に
係

る
事
業
の
委
託
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
、
財
政
上
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
八
条
の
規
定
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
の
日
の
属

す
る
年
度
の
翌
年
度
以
後
に
講
じ
る
人
権
教
育
及
び
人
権
啓
発
に
関
す
る
施
策
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

（
見
直
し
）

第
二
条
　
こ
の
法
律
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
の
日
か
ら
三
年
以
内
に
、
人
権
擁
護
施
策
推
進
法
（
平
成
八
年
法
律
第

百
二
十
号
）
第
三
条
第
二
項
に
基
づ
く
人
権
が
侵
害
さ
れ
た
場
合
に
お
け
る
被
害
者
の
救
済
に
関
す
る
施
策
の
充

実
に
関
す
る
基
本
的
事
項
に
つ
い
て
の
人
権
擁
護
推
進
審
議
会
の
調
査
審
議
の
結
果
を
も
踏
ま
え
、
見
直
し
を
行

う
も
の
と
す
る
。
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